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経費 ( 教育関係共同実施分【継続事業】)『教育能力向上に向けた実践的な研究と方策の構築 ( 以
下、拠点事業 )』によって遂行した事業に関してまとめたものである。
　本拠点事業は、平成 20 〜 24 年度の特別経費プロジェクト『大学教員教育研修のための相
互研修型 FD 拠点形成』( 平成 20 年度は特殊要因プロジェクト、平成 21 年度は特別研究経費
プロジェクト、平成 22 〜 24 年度は特別経費プロジェクトとして採択されたもの ) を基盤と
して、平成 22 年度に文部科学大臣より「教育関係共同利用拠点：相互研修型 FD 共同利用拠点」
として認定され、平成 23 〜 26 年度の 4 年間の共同利用拠点実施分の特別経費に基づいて推
進されてきた ( 資料 1 参照 )。
　相互研修型 FD 共同利用拠点としての活動は、京都大学内 ( 学内 )、関西地域内 ( 地域 )、日
本国内 ( 全国 )、国際の各位相に分類され、最終年度にあたる本年度も着実に遂行されてきた。
　学内レベルでは、京都大学 FD 研究検討委員会の活動を、本センターが相互研修型 FD 共同
利用拠点として支援する形を取りながら、大学院生のための教育実践講座、文学研究科プレ












で第 7 回となった FD ネットワーク代表者会議 (JFDN) には、全国の 12 の FD 関係ネットワー
クが参加し、「先進的な FD や教育改善に関するリソース・知見・情報の共有」や「これから
の新たな FD の姿や形の模索」が、各 FD ネットワークさらには FD ネットワーク間で、これ
から先どのように進められるべきかについて活発な意見交換や議論が行われた。オンライン環
境・コミュニティとして FD 活動の支援を行う MOST についても、全国から選抜された第 3
期の「MOST フェロー」10 名が、第 1 期・第 2 期のフェローのアドバイスを得ながら、教育
実践コミュニティとしての教育改善活動等を展開している。
　国際レベルでは、例年通り、ISSOTL などの国際学会参加をはじめ、MOOC（Massive 
Open Online Course）の国際的大学連合組織である edX への本学としての参加、また、相
互交流の共同研究として、ハーバード大学の Eric Mazur 教授や Derek Bok Center for 
Teaching and Learning のディレクターである Robert Lue 教授などを招いた国際シンポジウ
ムの開催等、海外の学術団体、大学、研究者と積極的な交流を進めてきた。
　このように、平成 20 年度から本センターが相互研修型 FD 共同利用拠点として取り組んで
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きた多層的な活動は、多くの果実を実らせてきた。振り返れば、日本の大学における FD は、
大学審議会の答申を踏まえ 1999 年に努力義務化、2007 年に大学設置基準の改正が行われた
際に義務化が行われ、これを受けて、現在では国公私立合わせてほぼ全ての大学が何らかの
形で FD を実施しているという状況に至っている。その意味で、制度としての FD は、我が国
の大学において一定の普及と定着が図られたと言える。しかしその一方で、2008 年の学士課




証のための仕組みや FD を効果的に実施する体制の確立」など、さらなる FD の実質化に向け
た課題は山積しているのも、また事実である。
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事業計画期間        平成２３年度～平成２６年度（４年） 
 






平成２６年度予算額                 １３，３３１千円 
 
             （事業実施経費総額            ３６１，０５５千円）
 















































































































































































































































































   平成２３年度・２４年度の取り組みについては、諮問委員会による外部から
の中間評価を通じて、当初の計画が十分に達成されていることが確認された。
 


































































  【そ の 他】 
特記事項なし。 
 























































































































































・Center for the Promotion of Excellence in Higher Education at Kyoto University & K. Matsushita 
(Eds.) Building Networks in Higher Education: Towards the future of faculty development, Maruzen 
Planet, 2011. ダウンロード可（http://www.highedu.kyoto-u.ac.jp/book/book01.php）  
・京都大学高等教育研究開発推進センター（編）『生成する大学教育学』ナカニシヤ出版、平成
２４年３月 
・田口真奈・出口康夫・京都大学高等教育研究開発推進センター（編）『未来の大学教員を育て
る―京大文学部、プレＦＤの挑戦―』勁草書房、平成２５年３月 
・関西地区ＦＤ連絡協議会・京都大学高等教育研究開発推進センター（編）『思考し表現する学
生を育てるライティング指導のヒント』ミネルヴァ書房、平成２５年３月 
 
なお、本拠点の活動の全体については、『京都大学高等教育叢書』（各年度）（http://www. 
highedu.kyoto-u.ac.jp/sousyo/）、本拠点ウェブサイト（http://www.highedu.kyoto-u.ac.jp/fd/）に記録
がある。 
